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資料１

福島第二原子力発電所１号（2，3，4号）発電用原子炉
廃止措置計画認可申請書の概要について

令和２年６月４日
東京電力ホールディングス株式会社
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廃止措置計画認可申請書の概要（本文一～三）
1

一 氏名又は名称及び住所並びに代表者の氏名

氏名又は名称 東京電力ホールディングス株式会社
住 所 東京都千代田区内幸町１丁目１番３号
代表者の氏名 代表執行役社長 小早川 智明

二 工場又は事業所の名称及び所在地

名 称 福島第二原子力発電所
所 在 地 福島県双葉郡楢葉町及び富岡町

三 発電用原子炉の名称

名 称 福島第二原子力発電所 １号（2，3，4号）発電用原子炉
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廃止措置計画認可申請書の概要（本文四）（１／３）

１．廃止措置対象施設の範囲及びその敷地
• 廃止措置対象施設の範囲は、原子炉等規制法に基づき、原子炉設置許可又は原子炉
設置変更許可を受けた１号（２，３，４号）発電用原子炉及びその附属施設。
（ 参照）

２．廃止措置対象施設の状況
(1) 廃止措置対象施設の概要（１～４号炉共通）

• 型式 ： 濃縮ウラン、軽水減速、軽水冷却型（沸騰水型）原子炉
• 出力 ： 熱出力 約3,300MW

(2) 廃止措置対象施設の運転履歴

2

四 廃止措置対象施設及びその敷地

1号炉 2号炉 3号炉 4号炉
原子炉設置許可 昭和49年4月30日 昭和53年6月26日 昭和55年8月4日 昭和55年8月4日

初臨界 昭和56年6月17日 昭和58年4月26日 昭和59年10月18日 昭和61年10月24日

原子炉停止 平成23年3月11日 平成23年3月11日 平成23年3月11日 平成23年3月11日

炉心からの燃料取出し完了 平成26年7月10日 平成25年10月16日 平成27年3月24日 平成24年10月24日

原子炉運転期間
（初臨界～原子炉停止） 約30年 約28年 約27年 約25年

4



©Tokyo Electric Power Company Holdings, Inc. All Rights Reserved. 秘密情報 目的外使用・複製・開示禁止 東京電力ホールディングス株式会社

廃止措置計画認可申請書の概要（本文四）（２／３）

(3) 廃止措置対象施設の状況
A) 核燃料物質の状況

• 使用済燃料、新燃料ともに使用済燃料貯蔵設備（使用済燃料プール）に貯蔵
中。（ 参照）

B) 放射性廃棄物の状況
• 放射性気体廃棄物は、原子炉設置許可申請書に記載の方法に従って処理を行
い管理放出を実施中。

• 放射性液体廃棄物は、原子炉設置許可申請書に記載の方法に従って処理を行
い再使用又は管理放出を実施中。

• 放射性固体廃棄物は、廃棄物の種類・性状に応じて、原子炉設置許可申請書
に記載の方法に従って処理又は貯蔵保管中。

C) 廃止措置対象施設の汚染状況
• 原子炉からの中性子による放射化により、原子炉容器及び原子炉容器を取り囲
む放射線遮蔽体を含む領域には、放射能レベルが比較的高い汚染がある。

• 汚染は、原子炉建家（屋）、廃棄物処理建屋、タービン建家（屋）、排気筒
等の内部に限られ、汚染された区域は管理区域として設定し、適切に管理中。

3
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廃止措置計画認可申請書の概要（本文四）（３／３）
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廃止措置対象施設の敷地



©Tokyo Electric Power Company Holdings, Inc. All Rights Reserved. 秘密情報 目的外使用・複製・開示禁止 東京電力ホールディングス株式会社

廃止措置計画認可申請書の概要（本文五）（１／２）

五 廃止措置対象施設のうち解体の対象となる施設及びその解体の方法
１．廃止措置対象施設のうち解体の対象となる施設

• 解体の対象となる施設は、本文四に示す「廃止措置対象施設」のうち、放射性物質による汚染のないことを確認し
た地下建家（屋）、地下構造物及び建家（屋）基礎を除く全て。

２．廃止措置の基本方針
• 安全確保を最優先に、関係法令及び関係告示を遵守する。
• 施設周辺の一般公衆及び放射線業務従事者の放射線被ばくを合理的に達成可能な限り低減するよう、適切な
解体撤去手順・方法及び核燃料物質による汚染の除去方法を策定する。

• 核燃料物質を貯蔵している間は、炉心への再装荷を不可とする措置を講じる。
• 使用済燃料は、廃止措置終了までに再処理施設へ全量搬出し、再処理事業者に譲り渡す。
• 放射性気体廃棄物及び放射性液体廃棄物は、適切に処理を行い管理放出する。放射性固体廃棄物は、関係
法令等に基づき、廃棄物の種類・性状に応じた処理を行い、廃止措置終了までに廃棄の事業の許可を受けた者
の廃棄施設に廃棄する。

• 原子炉建家（屋）や使用済燃料プールの冷却浄化機能等、廃止措置期間中において保安のために必要な発
電用原子炉施設は、廃止措置の進捗に応じてその機能及び性能を適切に維持管理する。

• 廃止措置期間中の保安活動及び品質保証に必要な事項は、保安規定に定めて実施する。
• 廃止措置の実施に当たっては、廃止措置期間中に機能及び性能を維持すべき設備に影響を及ぼさないことを確
認した上で工事を実施する。

• 隣接する各号炉への影響を防止するために、対象となる機器・配管等の解体撤去が隣接する各号炉の必要な機
能及び性能に影響を及ぼさないことを確認した上で工事を実施する。
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廃止措置計画認可申請書の概要（本文五）（２／２）
３．廃止措置の実施区分

• 廃止措置は、廃止措置期間全体を4段階に区分し、安全性を確保しつつ次の段階へ進むための準備を
しながら確実に進める。

• 今回の申請では、第1段階である「解体工事準備期間」に行う具体的事項について記載する。
• 原子炉本体周辺設備等解体撤去期間以降に行う具体的事項については、解体工事準備期間に実施
する汚染状況の調査結果等を踏まえた放射性物質の拡散防止対策、被ばく低減対策等の安全確保
対策を定めて実施することとし、原子炉本体周辺設備等解体撤去期間に入るまでに、廃止措置計画に
反映し変更の認可を受ける。

４．安全確保対策
• 廃止措置に当たっては、安全確保対策として放射性物質の漏えい及び拡散防止対策、放射線業務従
事者の被ばく低減対策、事故防止対策等を講じる。

５．解体の方法

6

区分 主な手順
第１段階
解体工事準備期間

①汚染状況の調査、②原子炉建家（屋）内核燃料物質貯蔵
設備からの核燃料物質の搬出、③核燃料物質の譲渡し、④管理
区域外設備の解体撤去、⑤汚染の除去、⑥放射性廃棄物の処
理処分

第２段階
原子炉本体周辺設備等解体撤去期間

⑦管理区域内設備（原子炉本体以外）の解体撤去
（②～⑥は継続して実施）

第３段階
原子炉本体等解体撤去期間

⑧原子炉本体の解体撤去
（③～⑦は継続して実施）

第４段階
建家（屋）等解体撤去期間

⑨管理区域の解除、⑩建家（屋）等の解体撤去
（③、④、⑤、⑥は継続して実施）
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廃止措置計画認可申請書の概要（本文六，七）（１／４） 7

六 廃止措置期間中に性能を維持すべき発電用原子炉施設
1. 性能維持施設を維持管理するための基本的な考え方

• 廃止措置を安全に進める上で、放射性物質を内包する系統及び機器を収納する建物及び構築物
、核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設、放射性廃棄物の廃棄施設、放射線管理施設、換気空
調系、非常用電源設備、その他の安全確保上必要な設備（原子炉補機冷却系等）、消火装置
（消火系）等の施設を、廃止措置期間中に性能を維持すべき発電用原子炉施設（以下「性能
維持施設」という。）として、廃止措置の進捗に応じて維持管理していく。（ 参照）

• 廃止措置の進捗に応じて、性能維持施設を変更する場合は、廃止措置計画に反映し変更の認可
を受ける。

2. 性能維持施設の施設管理
• 性能維持施設については、必要な期間中、保安規定に施設管理計画を定め、これに基づき施設管
理を実施する。

七 性能維持施設の位置、構造及び設備並びにその性能並びにその性能を維持すべき期間
• 性能維持施設の位置、構造及び設備並びにその性能並びにその性能を維持すべき期間を示す。
（ 、 参照）

• 廃止措置の進捗に応じて、性能維持施設の位置、構造及び設備並びにその性能並びにその性能を
維持すべき期間を変更する場合は、廃止措置計画に反映し変更の認可を受ける。

8
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廃止措置計画認可申請書の概要（本文六，七）（２／４）
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性能維持施設 維持すべき機能及び性能 維持期間
放射性物質を内包する系統及び機器を収納する
建物及び構築物

放射性物質の漏えい防止機能、放射線遮
蔽機能及び性能

放射性物質を内包する系統及び機器が撤
去されるまで

核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設 燃料取扱機能、臨界防止機能、燃料落
下防止機能、冷却浄化等の機能及び性
能

1号炉（2,3,4号炉）に貯蔵している使用
済燃料の搬出が完了するまで

燃料取扱機能、臨界防止機能、燃料落
下防止機能及び性能

1号炉（2,3,4号炉）に貯蔵している新燃
料の搬出が完了するまで

放射性廃棄物の廃棄施設 放射性廃棄物処理機能及び性能 放射性気体/液体/固体廃棄物の処理が
完了するまで

放射性廃棄物貯蔵機能及び性能 放射性固体廃棄物の廃棄が完了するまで

放射線管理施設 放射線監視機能、放射線管理機能、放
出管理機能及び性能

関連する設備の供用終了、放射性廃棄物
の処理完了、又はすべての管理区域の解除
まで

換気空調系 建家（屋）内の換気機能及び性能 管理区域を解除するまで
非常用電源設備 発電用原子炉施設の安全確保上必要な

設備への電源供給機能及び性能
使用済燃料プールに貯蔵している使用済燃
料の搬出が完了するまで

その他の安全確保上必要な設備（原子炉補機
冷却系等）

それぞれの設備に要求される機能及び性能 安全確保上必要な期間

消火装置（消火系） 必要な機能及び性能 各建家（屋）の各エリアに設置されている
設備の供用が終了するまで

＜性能維持施設を維持管理するための基本的な考え方＞
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廃止措置計画認可申請書の概要（本文六，七）（３／４）
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施設区分 設備名称 機能 主な性能

原子炉本体 原子炉圧力容器周囲のコンクリート壁、
原子炉格納容器外周の壁 放射線遮蔽機能 放射線障害の防止に影響する有意な損

傷がない状態であること

核燃料物質
の取扱施設
及び貯蔵施
設

燃料取替機、原子炉建家（屋）クレーン 燃料取扱機能
燃料落下防止機能 等

燃料集合体を取扱い中，動力電源が
喪失した場合に燃料集合体が停止した
位置にて保持される状態であること

使用済燃料プール 放射線遮蔽機能 放射線障害の防止に影響する有意な損
傷がない状態であること

燃料プール冷却浄化系（ポンプ、熱交換器、ろ過脱
塩器）

冷却浄化機能
燃料プール水補給機能

使用済燃料プール水の冷却が可能な運
転状態であること

放射性廃棄
物の廃棄施
設

気体廃棄物の廃棄設備（排気筒）
放射性廃棄物処理機能

排気筒以外から気体状の放射性廃棄
物を放出する亀裂，変形等有意な欠
陥がない状態であること

液体廃棄物の廃棄設備（タンク類、脱塩器等）
著しい漏えい又はその形跡がなく，亀裂，
変形等有意な欠陥がない状態であること固体廃棄物の廃棄設備（タンク類、固化装置等） 放射性廃棄物貯蔵機能

放射性廃棄物処理機能

放射線管理
施設

エリア放射線モニタリング設備 放射線監視機能 線量当量率を測定できる状態であること

プロセス放射線モニタリング設備 放射線監視機能
放出管理機能

放射性物質の濃度を測定できる状態で
あること

出入管理関係設備 放射線管理機能 身体の表面汚染を測定できる状態であ
ること

＜性能維持施設の例＞
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施設区分 設備名称 機能 主な性能

放射線管
理施設

試料分析関係設備、放射線サーベイ機器、個人管
理用測定設備及び測定機器、較正設備 放射線監視機能 放射能、線量当量及び線量当量率等が測

定できる状態であること

環境モニタリング設備 放射線監視機能、
放出管理機能

空間線量率、放射性物質濃度、風速及び風
向等を測定又は観測できる状態であること

原子炉格
納施設

原子炉建家（屋）原子炉棟 放射性物質漏えい防
止機能

放射性物質が漏えいする亀裂，変形等有意
な欠陥がない状態であること

原子炉建家（屋）原子炉棟側面のコンクリート壁 放射線遮蔽機能 放射線障害の防止に影響するような有意な
損傷がない状態であること

その他原子
炉の附属
施設

非常用ディーゼル発電機
電源供給機能

性能維持施設（使用済燃料の冷却のために
必要な設備等）へ電源を供給できる状態で
あること蓄電池

各建家（屋）換気空調系給排気ファン、給排気
フィルタ 換気機能 給気ファン及び排気ファンの運転に異常がない

状態であること

その他主要
施設

各主要建家（屋）
放射性物質漏えい防
止機能
放射線遮蔽機能

放射性物質が漏えいする亀裂，変形等有意
な欠陥がない状態であること
放射線障害の防止に影響する有意な損傷が
ない状態であること

原子炉補機冷却系（第二中間ループ循環ポンプ、
海水ポンプ、二次熱交換器） 補機冷却機能 性能維持施設へ海水又は冷却水を供給でき

る状態であること
消火装置（消火系）各設備 消火機能 消火栓から放水できる状態であること

非常用照明 照明機能 商用電源が喪失した場合に非常用照明が点
灯できる状態であること

＜性能維持施設の例（つづき）＞
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廃止措置計画認可申請書の概要（本文八） （１／２）

八 核燃料物質の管理及び譲渡し
１．核燃料物質の存在場所ごとの種類及び数量

11

1号炉 2号炉 3号炉 4号炉

使用済燃料 新燃料 使用済燃料 新燃料 使用済燃料 新燃料 使用済燃料 新燃料

１号炉原子炉建家内
使用済燃料貯蔵設備 2,334 200 － － － － － －

２号炉原子炉建屋内
使用済燃料貯蔵設備 － － 2,371 80 － － 31 －

３号炉原子炉建屋内
使用済燃料貯蔵設備 － － － － 2,360 184 － －

４号炉原子炉建屋内
使用済燃料貯蔵設備 － － － － － － 2,436 80

（体）

（令和２年３月末時点）
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廃止措置計画認可申請書の概要（本文八） （２／２）
12

２．核燃料物質の管理（１号炉の場合）

使用済燃料 • 譲渡しまでの期間、１号炉原子炉建家内の使用済燃料貯蔵設備（使用済燃料
プール）に貯蔵する。

• ２号、３号及び４号炉原子炉建屋原子炉棟内へ運搬し、一時的に同建屋内の
使用済燃料貯蔵設備に貯蔵する場合は、必要に応じて廃止措置計画に反映し変
更の認可を受ける。

• 廃止措置に万全を期すため，将来廃止措置のために導入する予定の使用済燃料
乾式貯蔵施設については，導入する前に廃止措置計画に反映し変更の認可を受
ける。

新燃料 • 譲渡しまでの期間、１号炉原子炉建家内の使用済燃料貯蔵設備（使用済燃料
プール）に貯蔵するか、又は１号炉原子炉建家内の新燃料貯蔵施設に貯蔵する。

使用済燃料 • １号炉の使用済燃料は、廃止措置終了までに再処理施設へ全量搬出し、再処
理事業者に譲り渡す。

新燃料 • 1号炉の新燃料は、原子炉本体等解体撤去期間の開始までに加工施設等へ全
量搬出し、加工事業者等に譲り渡す。

３．核燃料物質の譲渡し（１号炉の場合）



©Tokyo Electric Power Company Holdings, Inc. All Rights Reserved. 秘密情報 目的外使用・複製・開示禁止 東京電力ホールディングス株式会社

廃止措置計画認可申請書の概要（本文九）
九 核燃料物質による汚染の除去
１．除染の方針（計画、安全確保対策、方法）

• 放射化汚染は、放射能レベルが比較的高い原子炉本体等を対象に時間的減衰を図る。二次的な汚染は、
被ばく線量を低減するため有効とされる場合に除染を実施する。

• 除染に当たっては、安全確保対策として事故防止対策はもとより、放射性物質の漏えい及び拡散防止対策、
放射線業務従事者の被ばく低減対策を講じ、環境への放射性物質の放出抑制及び放射線業務従事者の被
ばく低減に合理的に達成可能な限り努める。また、維持管理している周辺設備の機能及び性能に影響を及ぼ
さないように行う。

• 除染は、被ばく線量、除染効果、放射性廃棄物の発生量等の観点から、機械的方法により行うが、有効と判
断した場合には、化学的方法による除染を行う。

• 現状の推定汚染分布（ 22 参照）は、解体工事準備期間で実施する汚染状況の調査により評価を見直
す。

２．解体工事準備期間の除染
• 二次的な汚染が残存していることが確認され、放射線業務従事者の受ける被ばくの合理的な低減が期待でき
る箇所を対象に除染を実施する。

• 除染対象箇所の線量当量率があらかじめ定めた目標値に達するまで実施する。ただし、除染時の線量当量率
の測定結果等から、これ以上の除染効果が見込めないと判断した場合には除染を終了する。

３．原子炉本体周辺設備等解体撤去期間以降の除染
• 原子炉本体周辺設備等解体撤去期間に入るまでに、除染の要否、除染の方法等について検討し、廃止措置
計画に反映し変更の認可を受ける。

13
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廃止措置計画認可申請書の概要（本文十）（１／２）
十 核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物の廃棄
１．放射性気体廃棄物

(1) 解体工事準備期間
• 換気系からの排気が想定される。放出量は、設置許可申請書に記載の放出量と比べて無視できる
程度である。

• 原子炉運転中と同様に処理し、管理放出する。
(2) 原子炉本体周辺設備等解体撤去期間以降

• 解体工事準備期間に行う汚染状況の調査結果等を踏まえ、原子炉本体周辺設備等解体撤去期
間に入るまでに廃止措置計画に反映し変更の認可を受ける。

２．放射性液体廃棄物
(1) 解体工事準備期間

• 機器ドレン廃液、床ドレン廃液等の廃棄物が想定される。放出量は、設置許可申請書に記載の推
定放出量を超えないと評価できる。

• 原子炉運転中と同様に処理し、再使用又は管理放出する。
(2) 原子炉本体周辺設備等解体撤去期間以降

• 解体工事準備期間に行う汚染状況の調査結果等を踏まえ、原子炉本体周辺設備等解体撤去期
間に入るまでに廃止措置計画に反映し変更の認可を受ける。

14
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廃止措置計画認可申請書の概要（本文十）（２／２）
３．放射性固体廃棄物

(1) 処理の方法
ａ．解体工事準備期間
• 雑固体廃棄物等の原子炉運転中と同様な廃棄物が想定される。
• 原子炉運転中と同様に処理及び貯蔵保管を行い、放射性固体廃棄物の量が、固体廃棄物貯蔵
庫、サイトバンカ等の貯蔵能力を超えないように管理する。

ｂ．原子炉本体周辺設備等解体撤去期間以降
• 解体工事準備期間に行う汚染状況の調査結果を踏まえ、原子炉本体周辺設備等解体撤去期
間に入るまでに廃止措置計画の変更の認可を受ける。

(2) 廃棄の方法
• 廃棄物は、放射能レベル区分に応じて、廃止措置が終了するまでに、原子炉等規制法に基づき廃
棄の事業の許可を受けた者の廃棄施設に廃棄する。

• 放射性物質として扱う必要のないものは、原子炉等規制法に定める所定の手続き及び確認を経て
施設から搬出し、可能な限り再生利用に供するように努める。

15

放射性固体廃棄物の種類
推定発生量

１号炉 ２号炉 ３号炉 ４号炉
使用済樹脂 約30m3 約30m3 約30m3 約30m3

固化体（ドラム缶相当） 約37本 約37本 約37本 約37本
雑固体廃棄物（ドラム缶相当） 約1,720本 約1,720本 約1,720本 約1,720本

解体工事準備期間に発生する放射性固体廃棄物の推定発生量
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廃止措置計画認可申請書の概要（本文十一）
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十一 廃止措置の工程
• 廃止措置計画の認可以降、この計画に基づき実施し、44年間（令和3年度に着手した場合、令和
46年度まで）で終了する予定である。
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解体工事準備期間 原子炉本体周辺設備等解体撤去期間 原子炉本体等解体撤去期間 建家（屋）等解体撤去期間

汚染状況の調査

核燃料物質による汚染の除去

管理区域内設備（原子炉本体以外）の解体撤去

原子炉本体の放射能減衰（安全貯蔵） 原子炉本体の解体撤去

建家（屋）等の解体撤去

管理区域外設備の解体撤去

原子炉建家（屋）内核燃料物質貯蔵設備からの核燃料物質の搬出

核燃料物質の譲渡し

放射性廃棄物（運転中に発生した放射性廃棄物及び廃止措置期間中に発生する放射性廃棄物）の処理処分
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廃止措置計画認可申請書の概要（本文十二）
17

十二 廃止措置に係る品質マネジメントシステム
• 廃止措置期間中における福島第二原子力発電所の安全を達成・維持・向上させ
るため、廃止措置に係る品質マネジメントシステムを確立し、保安規定の品質マネジ
メントシステム計画に定める。

• この品質マネジメントシステム計画に基づき、廃止措置に関する保安活動の計画、
実施、評価及び改善の一連のプロセスを保安規定及び品質保証規程並びにそれら
に基づく下部規程により明確にし、これらを継続的に運用することにより、廃止措置
期間中における安全の達成・維持・向上を図る。
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廃止措置計画認可申請書の概要（添付書類一）
18

添付書類一 既に使用済燃料を発電用原子炉の炉心から取り出していることを
明らかにする資料

• 最後に炉心からの取出しを完了した際に作成した炉内装荷配置図にて、炉心に燃料集
合体が装荷されていないことを示す。

• 燃料集合体の取出し作業完了日
1号炉：平成26年7月10日
2号炉：平成25年10月16日
3号炉：平成27年3月24日
4号炉：平成24年10月24日

1号炉 燃料集合体炉内装荷配置図
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廃止措置計画認可申請書の概要（添付書類二）
19

添付書類二 廃止措置対象施設の敷地に係る図面及び廃止措置に係る工事作業区域図
• 廃止措置対象施設の敷地に係る図面及び廃止措置に係る工事作業区域図は下図の通り。

廃止措置対象施設の敷地に係る図面及び廃止措置に係る工事作業区域図
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廃止措置計画認可申請書の概要（添付書類三）
20

添付書類三 廃止措置に伴う放射線被ばくの管理に関する説明書
１．放射線管理

• 放射線の被ばく管理及び放射性廃棄物の廃棄に当たっては、施設周辺の一般公衆及び放射線業務従
事者の受ける放射線被ばくを合理的に達成可能な限り低くする。具体的方法については、原子炉運転中
の管理に準じて実施する。

２．被ばく評価
(1) 放射線業務従事者の被ばく評価（解体工事準備期間）

• 原子炉停止中の施設の維持管理作業等に伴う被ばく線量の実績、除染作業等における人工数をもとに
評価し、1,2,3,4号炉ともに約0.7人・Sv／10年間と評価。

(2) 廃止措置対象施設周辺の一般公衆の被ばく評価（解体工事準備期間）
ａ．放射性気体・液体廃棄物の放出による被ばく評価

• 「原子炉設置許可申請書 添付書類九」における放射性気体・液体廃棄物による被ばく線量評価方法を
基本として評価した結果、線量目標値指針における線量目標値50μSv/yを下回る。

ｂ．放射性固体廃棄物からの直接線量及びスカイシャイン線量評価
• 解体工事準備期間中は放射性物質によって汚染された区域の解体工事を行わず、原子炉運転中の施
設定期検査時と同等の状態が継続する。また、発生する放射性固体廃棄物は、固体廃棄物貯蔵庫等
の貯蔵容量を超えないように貯蔵保管すること、必要な機能及び性能を維持することから、運転時における
評価結果を超えることはなく、人の居住する可能性のある敷地境界外において年間50μGyを下回る。
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廃止措置計画認可申請書の概要（添付書類四）
21

添付書類四 廃止措置中の過失、機械又は装置の故障、地震、火災等があった場合に発生す
ることが想定される事故の種類、程度、影響等に関する説明書

１．解体工事準備期間中の事故時における周辺公衆の受ける線量評価
• 旧原子力安全委員会指針である「安全評価審査指針」に準拠し、解体工事準備期間中の事故を想定して実
施。

1.1. 事故の想定
• 炉心への燃料の再装荷を不可とする措置を講じること、使用済燃料を貯蔵していること、原子炉の運転停止か
ら長期間が経過していること、放射性物質によって汚染された区域の解体撤去工事を行わないこと、安全確保
上必要な機能及び性能を有する設備を維持管理することから、原子炉運転中の施設定期検査時と同等の状
態が継続。

• よって、想定される事故としては、「原子炉設置許可申請書 添付書類十」において評価している事故事象から、
「燃料集合体の落下」を選定し、原子炉停止からの減衰期間（約9年）を考慮して評価。

1.2. 評価結果
• 燃料集合体の落下による敷地境界外における周辺公衆の受ける実効線量は、 「原子炉設置許可申請書 添
付書類十」 における「燃料集合体の落下」の評価結果を下回る。

２．原子炉本体周辺設備等解体撤去期間以降の事故時における周辺公衆の受ける線量評価
• 解体工事準備期間で実施する汚染状況の調査結果等を踏まえ、原子炉本体周辺設備等解体撤去期間に
入るまでに評価を実施し、廃止措置計画に反映し変更の認可を受ける。
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廃止措置計画認可申請書の概要（添付書類五）
22

添付書類五 核燃料物質による汚染の分布とその評価方法に関する説明書
１．汚染の分布の評価

• 沸騰水型原子炉施設のモデルプラントにおける評価結果を基に推定。今後、解体工事準備期間に実施す
る汚染状況の調査等を実施して精度の向上を図り、廃止措置計画に反映し変更の認可を受ける。

２．現状の評価
• 主要設備の放射能レベルを推定し、放射能レベル区分別の放射性廃棄物発生量を評価。

３．今後の評価
• 放射化汚染は、放射化されたものに関して、放射化生成核種を同定するとともに、生成核種の放射能濃度
を計算による方法及び測定による方法により評価する。

• 二次的な汚染は、核種組成、汚染密度及び放射能濃度等を、計算による方法及び測定による方法により
評価する。

主な廃止措置対象施設の除染前における推定汚染分布（1号炉）
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廃止措置計画認可申請書の概要（添付書類六） 23

添付書類六 性能維持施設及びその性能並びにその性能を維持すべき期間に関する説明書
１．性能維持施設に必要な機能及び性能
２．性能維持施設の維持すべき期間

・ 上記１．、２．について、性能維持施設を下記の項目ごとに、「必要となる機能」、「設備名称」、
「維持すべき性能」、「維持期間」について記載（ ８ 、 ９ 、 10 参照）

(1) 建物及び構築物
(2) 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設（核燃料物質取扱設備、核燃料物質貯蔵設備）
(3) 放射性廃棄物の廃棄施設（気体／液体／固体廃棄物の廃棄設備）
(4) 放射線管理施設（放射線監視、環境への放射性物質の放出管理、放射線業務従事者の被ばく
管理）

(5) 解体中に必要なその他の施設（換気空調系、非常用電源設備、補機冷却系、照明設備）
(6) 検査・校正
(7) その他の安全対策（管理区域の区分、立入制限及び保安のために必要な措置、放出管理に係る
放射線モニタリング及び周辺環境に対する放射線モニタリング、第三者の不法な接近を防止する措
置）

(8) 消火装置（消火系）
３．その他

・ 解体対象施設を活用し、廃止措置に必要な項目以外の調査・研究等で、例えば解体対象施設か
ら試料採取を実施する場合は、事前に廃止措置対象施設の保安のために必要な維持すべき機能
等に影響を与えないことを確認した上で実施する。
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追補 添付書類六「１．性能維持施設に必要な機能及び性能」
（使用済燃料貯蔵設備（使用済燃料プール）から冷却水が大量に漏えいする事象における燃料の評価）
1. はじめに

• 「発電用原子炉施設及び試験研究用等原子炉施設の廃止措置計画の審査基準」において、「使用済燃料の著しい損
傷の進行を緩和し及び臨界を防止するための必要な設備等の重大事故等対処設備の解体について、その機能を維持
管理する期間が適切に評価されていること。あるいは、その設備が不要であることが適切に評価されていること。」が要求。

2. 燃料集合体の健全性評価について
• 使用済燃料貯蔵設備（使用済燃料プール）の冷却水が全て喪失した場合における燃料被覆管表面温度と1年後の
燃料被覆管のクリープ歪の評価を行い、燃料集合体の健全性に影響がないことを確認。

3. 未臨界性の評価について
• 使用済燃料貯蔵設備（使用済燃料プール）の冷却水が沸騰や喪失した場合における実効増倍率の評価を行い、臨
界を防止できることを確認。

4. 重大事故等対処設備の必要性について
• 使用済燃料プールから冷却水が大量に漏えいする事象を考慮しても、燃料の健全性に影響はなく、また、臨界にならない
ことが確認できていることから、使用済燃料の著しい損傷の進行を緩和し及び臨界を防止するための重大事故等対処設
備は不要である。

※：燃料被覆管表面温度がクリープ歪評価適用温度（≧320℃）を下回ることから一律320℃で評価した値
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添付書類七 廃止措置に要する費用の見積り及びその資金の調達計画に関する説明書
１．廃止措置に要する費用

・ 原子力発電施設解体引当金制度に基づく原子力発電施設解体に要する費用見積
総額は以下のとおり。

２．資金調達計画
・ 廃止措置に要する費用は、全額自己資金により賄う。
・ 原子力発電施設解体引当金累積積立額は以下のとおりであり、今後、原子力発電施設解体引
当金制度による積立期間において、見積総額の全額を積み立てる計画である。
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添付書類八 廃止措置の実施体制に関する説明書
１．廃止措置の実施体制

• 以下の体制を確立することにより、廃止措置に関する保安管理業務を円滑かつ適切に実施する。
保安規定において保安管理体制を定め、廃止措置の業務に係る各職位とその職務内容を明確にする。
保安管理上重要な事項を審議するための委員会の設置及び審議事項を規定する。
廃止措置の実施に当たりその監督を行う者の選任に関する事項及びその職務を明確にし、その者に各職位の業務
を総括的に監督させる。

２． 廃止措置に係る経験
• 昭和46年3月に福島第一原子力発電所1号炉の営業運転を開始して以来、計17基の原子力発電
所の運転実績を49年余り有しており、多くの施設管理、放射線管理等の経験及び実績を有している。

• 廃止措置の実施にあたる組織は、これらの経験を有する者で構成し、廃止措置を安全に実施する。
３． 技術者の確保

• 本社及び福島第二原子力発電所における技術者数は931名（令和2年1月1日現在）。
• このうち各有資格者は下表の通り。今後も必要な技術者及び有資格者を確保していく。

４． 技術者に対する教育・訓練
• 廃止措置に係る業務に従事する技術系社員に対しては、保安規定に基づき、対象者、教育内容、教
育時間等について保安教育実施計画を立て、それに従って教育を実施する。

技術者のうち有資格者数
原子炉主任技術者 核燃料取扱主任者 第一種放射線取扱主任者

45名 2名 107名
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添付書類九 廃止措置に係る品質マネジメントシステムに関する説明書
１．概要

• 廃止措置期間中における安全を達成・維持・向上させるため、設置許可申請書本文の「十一
、発電用原子炉施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の整備に関する事
項」に基づき品質マネジメントシステム（以下、「QMS」という。）を構築し、保安規定のQMS
計画に定める。

２． 品質マネジメントシステム（QMS）
• 組織は、QMSを確立し、実施するとともに、その実効性を維持するため、継続的な改善を行う
とともに、安全文化の育成及び維持、資源の適切な配分等を実施する。

３． 経営責任者等の責任
• 社長は、トップマネジメントとして原子力の安全のためのリーダーシップを発揮し、責任を持って
QMSを確立させ、実施させる。

４．個別業務に関する計画、実施、評価及び改善
• 組織は、個別業務に必要なプロセスを計画し、実施し、評価及び改善する。

５．廃止措置に係る業務
• 廃止措置計画に基づく活動は、QMS計画の下で実施。また，重要度に応じた管理とする。

廃止措置計画認可申請書の概要（添付書類九） 27


